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今回の内容 

「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する

基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用

具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事

項について」等の一部改正について 
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別紙 10 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）（抄）  

 

1 

新 旧 

第１ （略） 第１ （略） 

第２ 総論 第２ 総論 

１ （略） １ （略） 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

２ 用語の定義 

基準第２条において、一定の用語についてその定義を明らかにしている

ところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意

味をより明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であっ

て、定義規定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。 

⑴ 「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合で

あって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介

護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入

することとなるものであること。 

 ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における治

療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的に

設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定

労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上

の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき

時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑴ 「常勤換算方法」 

 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に

換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業

所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例

えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合で

あって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介

護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入

することとなるものであること。 

 ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和47年法律第113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介

護休業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定す

る所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働

時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上の勤

務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間

数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている

⑶ 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている



63 

 

⑽ （略） ⑽ （略） 

４ （略） ４ （略） 

十二 特定福祉用具販売 十二 特定福祉用具販売 

１・２（略） １・２（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶（略） 

３ 運営に関する基準 

⑴～⑶（略） 

⑷ 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針及び特定福祉用具販売計画の

作成 

① （略） 

⑷ 指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針及び特定福祉用具販売計画の

作成 

① （略） 

② 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、同

条第２号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいず

れかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及びデメリッ

ト等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければならない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門

員、居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等の担当

者等から聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービ

ス担当者会議といった多職種による協議の結果を踏まえた対象福祉用

具の利用期間の見通しを勘案するものとする。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

（新設） 

③ 同条第４号は、指定特定福祉用具販売の提供に当たっての調整、説

明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、腰掛便

座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面から注意

が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際しての注

意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「福祉用具の使用方

法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」は、当該特定

福祉用具の製造事業者、指定特定福祉用具販売事業者等の作成した取

扱説明書をいうものである。 

② 同条第３号は、指定特定福祉用具販売の提供に当たっての調整、説

明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、腰掛便

座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面から注意

が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際しての注

意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「福祉用具の使用方

法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書」は、当該特定

福祉用具の製造事業者、指定特定福祉用具販売事業者等の作成した取

扱説明書をいうものである。 

④ 同条第８号は、居宅サービス計画に指定特定福祉用具販売が位置づ

けられる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の

③ 同条第４号は、居宅サービス計画に指定特定福祉用具販売が位置づ

けられる場合、主治の医師からの情報伝達及びサービス担当者会議の

01051159
ハイライト表示
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結果を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定特定福祉用具販売

の必要な理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これ

らのサービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための

助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

結果を踏まえ、介護支援専門員は、当該計画へ指定特定福祉用具販売

の必要な理由の記載が必要となるため、福祉用具専門相談員は、これ

らのサービス担当者会議等を通じて、福祉用具の適切な選定のための

助言及び情報提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

⑤ 対象福祉用具に係るサービスを提供した福祉用具専門相談員は利用

者等に対し、福祉用具の不具合時の連絡等使用に当たっての要請が行

えるよう連絡先を情報提供するものとする。 

（新設） 

⑥ 特定福祉用具販売計画の作成 

イ～ハ （略） 

ニ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、

当該計画の作成後、少なくとも１回、当該計画に記載した目標の達

成状況の確認を行うものとする。なお、目標の達成状況の確認方法

は、訪問に限らず、本人や関係者へのテレビ電話装置等の活用によ

る聴取等も含まれるものとし、テレビ電話装置等の活用に際しては、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情

報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵守するものとす

る。 

ホ （略） 

④ 特定福祉用具販売計画の作成 

イ～ハ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ （略） 

⑦ 同条第６号及び第７号は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行

う場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたも

のである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一

時性の３つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件

の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容に

ついて記録しておくことが必要である。 

なお、居宅基準第 215 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年

間保存しなければならない。 

（新設） 

⑸～⑺ （略） ⑸～⑺ （略） 

⑻ 記録の整備 

居宅基準第 215 条により、整備すべき記録は以下のとおりであること。

なお、居宅基準第 204 条の２第２項の「その完結の日」とは、個々の利

⑻ 記録の整備 

居宅基準第 215 条により、整備すべき記録は以下のとおりであること。

なお、居宅基準第 204 条の２第２項の「その完結の日」とは、個々の利



65 

 

用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の

死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指す

ものとする。 

① 特定福祉用具販売計画 

② 提供した個々の指定特定福祉用具販売に関する記録 

③ ３の⑷の⑦の身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

④ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

⑤ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑥ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

用者につき、契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の

死亡、利用者の自立等）により一連のサービス提供が終了した日を指す

ものとする。 

① 特定福祉用具販売計画 

② 提供した個々の指定特定福祉用具販売に関する記録 

（新設） 

 

③ 準用される居宅基準第 26条に係る市町村への通知に係る記録 

④ 準用される居宅基準第 36条第２項に係る苦情の内容等の記録 

⑤ 準用される居宅基準第 37 条第２項に係る事故の状況及び事故に際

して採った処置についての記録 

⑼ （略） ⑼ （略） 

第４ 介護予防サービス 第４ 介護予防サービス 

一・二 （略） 一・二 （略） 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ （略） 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ （略） 

２ 介護予防訪問看護 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 

①・② （略） 

２ 介護予防訪問看護 

⑴ （略） 

⑵ 指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 

①・② （略） 

③ 同条第 10 号及び第 11 号は、指定介護予防訪問看護の提供に当たっ

ては、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、

新しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。また、

第９号においては、医学の立場を堅持し、広く一般に認められていな

い看護等については行ってはならないこととしている。 

③ 同条第８号及び第９号は、指定介護予防訪問看護の提供に当たって

は、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応できるよう、新

しい看護技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものである。また、第

９号においては、医学の立場を堅持し、広く一般に認められていない

看護等については行ってはならないこととしている。 

④ 同条第 12 号から第 15 号は、介護予防訪問看護計画に定める計画期

間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）、当該モニタリ

ングの結果も踏まえた介護予防訪問看護報告書の作成、当該報告書の

内容の担当する介護予防支援事業者への報告及び主治医への定期的な

提出を義務づけたものである。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った日、提供し

た看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた目標に照らしたサービ

ス提供結果等を記載する。なお、当該報告書は、訪問の都度記載する

記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものをいい、当該報告書

④ 同条第 10 号から第 13 号は、介護予防訪問看護計画に定める計画期

間終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリング）、当該モニタリ

ングの結果も踏まえた介護予防訪問看護報告書の作成、当該報告書の

内容の担当する介護予防支援事業者への報告及び主治医への定期的な

提出を義務づけたものである。 

看護師等は、介護予防訪問看護報告書に、訪問を行った日、提供し

た看護内容、介護予防訪問看護計画書に定めた目標に照らしたサービ

ス提供結果等を記載する。なお、当該報告書は、訪問の都度記載する

記録とは異なり、主治医に定期的に提出するものをいい、当該報告書
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が協議する場を活用するほか、関係者への聴取による方法も考えられ

る。なお、やむを得ない事情により利用開始時から６月以内にモニタ

リングを実施できなかった場合については、実施が可能となった時点

において、可能な限り速やかにモニタリングを実施するものとする。 

 

10 特定介護予防福祉用具販売 

⑴ （略） 

⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針 

① （略） 

② 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっ

ては、同条第３号の規定に基づき、福祉用具貸与又は特定福祉用具販

売のいずれかを利用者が選択できることや、それぞれのメリット及び

デメリット等、利用者の選択に当たって必要な情報を提供しなければ

ならない。 

また、提案に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士指定介護予防支

援事業所の担当職員（指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支

援事業所の場合にあっては、介護支援専門員。以下⑶の④及び 10 の⑵

の②において同じ。）、介護予防サービス計画の原案に位置づけた指定

介護予防サービス等の担当者等から聴取した意見又は、退院・退所時

カンファレンス又はサービス担当者会議といった多職種による協議の

結果を踏まえた対象福祉用具の利用期間の見通しを勘案するものとす

る。 

なお、提案に当たっては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士からのいずれかの意見を介護支援専門員等と連携するなどの方法に

より聴取するものとするが、利用者の安全の確保や自立を支援する必

要性から遅滞なくサービス提供を行う必要があるなど、やむを得ない

事情がある場合は、この限りではない。 

③ 同条第５号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっての

調整、説明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、

腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面か

ら注意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際し

ての注意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「特定介護予防

福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した

文書」は、当該特定介護予防福祉用具の製造事業者、指定特定介護予防

10 特定介護予防福祉用具販売 

⑴ （略） 

⑵ 指定特定介護予防福祉用具販売の具体的取扱方針 

① （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 同条第４号は、指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっての

調整、説明及び使用方法の指導について規定したものであるが、特に、

腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際し衛生面か

ら注意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等利用に際し

ての注意事項を十分説明するものとする。なお、同号の「特定介護予防

福祉用具の使用方法、使用上の留意事項、故障時の対応等を記載した

文書」は、当該特定介護予防福祉用具の製造事業者、指定特定介護予防
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福祉用具販売事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

④ 同条第９号は、介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用具

販売が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及びサービ

ス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基準第２条第１項

に規定する担当職員（以下④において「担当職員」という。）は、当該

計画へ指定特定介護予防福祉用具販売の必要な理由の記載が必要とな

るため、福祉用具専門相談員は、これらのサービス担当者会議等を通

じて、「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基

本として、特定介護予防福祉用具の適切な選定のための助言及び情報

提供を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

⑤ 対象福祉用具に係るサービスを提供した福祉用具専門相談員は利用

者等に対し、福祉用具の不具合時の連絡等使用に当たっての要請が行

えるよう連絡先を情報提供するものとする。 

⑶ 特定介護予防福祉用具販売計画の作成 

①～③ （略） 

④ 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当

該計画の作成後、少なくとも１回、当該計画に記載した目標の達成状

況の確認を行うものとする。なお、目標の達成状況の確認方法は、訪問

に限らず、本人や関係者へのテレビ電話装置等の活用による聴取等も

含まれるものとし、テレビ電話装置等の活用に際しては、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」を遵守するものとする。 

⑤ （略） 

福祉用具販売事業者等の作成した取扱説明書をいうものである。 

③ 同条第５号は、介護予防サービス計画に指定特定介護予防福祉用具

販売が位置づけられる場合、主治の医師等からの情報伝達及びサービ

ス担当者会議の結果を踏まえ、指定介護予防支援等基準第２条に規定

する担当職員（以下③において「担当職員」という。）は、当該計画へ

指定特定介護予防福祉用具販売の必要な理由の記載が必要となるた

め、福祉用具専門相談員は、これらのサービス担当者会議等を通じて、

「利用者の自立の可能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基本と

して、特定介護予防福祉用具の適切な選定のための助言及び情報提供

を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（新設） 

 

 

⑶ 特定介護予防福祉用具販売計画の作成 

①～③ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

④ （略） 

第５ 雑則 第５ 雑則 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 令和６年４月から５月までの取扱い 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令（令和６年厚生労働省令第 16 号）において、訪問看護、訪

問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション、介護

予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理

指導及び介護予防通所リハビリテーション（以下「訪問看護等」という。）

に係る改正は令和６年６月施行となっているところ、令和６年４月から５

月までの間の訪問看護等については、「「指定居宅サービスに要する費用の

 （新設） 



 
別紙 23 

 
○ 介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（平成12年１月31日老企第34号）（抄）  

1 

新 旧 

（別添） 

第一 福祉用具 

１ （略） 

２ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び

厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉

用具の種目 

⑴～⑹ （略） 

⑺ スロープ 

貸与告示第八項に掲げる「スロープ」のうち、主に敷居等の小さい段差

の解消に使用し、頻繁な持ち運びを要しないものをいい、便宜上設置や撤

去、持ち運びができる可搬型のものは除く。 

⑻ 歩行器 

貸与告示第九項に掲げる「歩行器」のうち、脚部が全て杖先ゴム等の形

状となる固定式又は交互式歩行器をいい、車輪・キャスターが付いている

歩行車は除く。 

⑼ 歩行補助つえ 

カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ、プラットホーム

クラッチ及び多点杖に限る。 

３ （略） 

第二 （略） 

（別添） 

第一 福祉用具 

１ （略） 

２ 厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び

厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉

用具の種目 

⑴～⑹ （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

３ （略） 

第二 （略） 
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